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告告 示示

宮崎県告示第 152号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第１項（中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第

14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規

定により、介護扶助及び介護支援給付のための居宅介護を担当させ

る機関を次のとおり指定した。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

指 定

年月日

居宅介護事業所居宅介護事業者

所在地名 称
主たる事務
所の所在地

名 称

平成26年

４月11日

日南市南郷

町中村甲16

90湿３ グ

リーンハイ

ツ 201号

訪問介護事

業所 ＳＯ

ＲＡ

日南市南郷

町中村甲31

60湿16

合同会社Ｐ

ａｌｍ Ｃ

ｉｃｅｌｙ

宮崎県告示第 153号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（

平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、育成医療及び

更生医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

指 定
年月日

担当する医療
の種類

所在地名 称

平成27年
３月１日

薬局高原町むさし薬局

宮崎県告示第 154号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日向市東郷町山陰字宮ケ

原乙3125－３から乙3125－５まで、乙3132－６から乙3132－９ま

で、乙3136、乙3137、乙3138－１、乙3138－２、乙3139、乙3140

、乙3141－２、乙3141－３

２ 指定の目的 水源の涵養
かん

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字宮ケ原乙3125－３・乙3125－４・乙3132－６・乙3132－

９（以上４筆について次の図に示す部分に限る。）、乙3138

－１、乙3138－２、乙3139、乙3140、乙3141－２

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び東臼杵農林振興局並び

に日向市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 155号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市大字吉野方字上桑
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木田9444－13、9448－１から9448－４まで、9449－１、9449－５

、9449－８、9449－21、字下桑木田9451－４、9451－５、9451－

９

２ 指定の目的 水源の涵養
かん

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び南那珂農林振興局並びに日南市役所に備え置い

て縦覧に供する。）

宮崎県告示第 156号

海岸法（昭和31年法律第 101号）第３条第１項の規定により、海

岸保全区域を次のとおり指定する。

この関係図面は、宮崎県農政水産部漁村振興課及び宮崎県北部港

湾事務所において一般の縦覧に供する。

なお、平成25年宮崎県告示第73号で指定した宮崎県日向灘沿岸土

々呂漁港海岸鯛名東第二地区海岸保全区域は、廃止する。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 名称

宮崎県日向灘沿岸土々呂漁港海岸鯛名東第二地区海岸保全区域

２ 区域

県道 224号遠見半島線上に設置された鋲（基点０）を基準点と
びょう

し、以下次表に掲げる基点１から基点11までを順次結んだ線、基

点１と補助点１とを結んだ線、補助点１と補助点11とを結んだ線

及び基点11と補助点11とを結んだ線によって囲まれた区域

基点の表示

宮崎県告示第 157号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

県道 224号遠見半島線上に設置された鋲（基点０）
びょう

（公共座標表示：Ｘ座標－ 54508．825，Ｙ座標＋6

5409．452）

基準点

基準点から 314°31′32″の方向へ96．864ｍの点基点１

基点１から 18°17′01″の方向へ10．172ｍの点〃 ２

〃 ２から ３°48′10″の方向へ23．854ｍの点〃 ３

〃 ３から 41°42′22″の方向へ11．937ｍの点〃 ４

〃 ４から 11°26′01″の方向へ97．341ｍの点〃 ５

〃 ５から 285°33′46″の方向へ14．641ｍの点〃 ６

〃 ６から 40°11′25″の方向へ12．338ｍの点〃 ７

〃 ７から 27°46′07″の方向へ 7．111ｍの点〃 ８

〃 ８から 146°26′58″の方向へ10．476ｍの点〃 ９

〃 ９から 76°14′59″の方向へ11．570ｍの点〃 10

〃 10から 145°16′29″の方向へ 7．722ｍの点〃 11

基点１から 101°20′59″の方向へ56．606ｍの点補助点１

〃 11から 101°20′59″の方向へ35．818ｍの点〃 11

なお、関係図面は、平成27年３月５日から平成27年３月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 158号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成27年３月５日から平成27年３月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

468．35．4～

24．1

旧児湯郡西米

良村大字村

所字合崎 6

78番37地先

から同郡同

村同大字字

桐原 407番

17地先まで

国道 2

19号

国道

434．29．4～

39．7

新

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成27年３月５日児湯郡西米

良村大字村

所字合崎 6

78番37地先

から同郡同

村同大字字

桐原 407番

17地先まで

国道 2

19号

国道

宮崎県告示第 159号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成27年３月５日から平成27年３月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成27年３月５日小林市北西

方字坂口 3

53番１地先

から同市北

国道 2

21号

国道



宮 崎 県 公 報 平成 27年 ３ 月 ５ 日（木曜日） 第 2672号

害 3害

西方字種子

田 215番６

地先まで

宮崎県告示第 160号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成27年３月５日から平成27年３月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成27年３月５日えびの市大

字東川北字

中野 524番

１地先から

同市同大字

字三反田 4

74番11地先

まで

木場吉

松えび

の線

県道102

宮崎県告示第 161号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規定により、平成26年宮

崎県告示第 353号で指定した次の土砂災害警戒区域の指定を解除す

る。

なお、解除する土砂災害警戒区域の表示については、次の図のと

おりとする。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

土砂災害警戒区域

の箇所（渓流）番号
地 区 名市町村名

急傾斜地の崩壊Ⅰ－１－１１１７西 草 場日 向 市

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及

び日向土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 162号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成12年法律第57号）第８条第８項の規定により、平成26年宮

崎県告示第 354号で指定した次の土砂災害特別警戒区域の指定を解

除する。

なお、解除する土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の

規制に必要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする

。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

土 砂 災 害 特 別
警 戒 区 域
の箇所（渓流）番号

地 区 名市町村名

急傾斜地の崩壊Ⅰ－１－１１１７西 草 場日 向 市

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及

び日向土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 163号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規定により、次のとおり

土砂災害警戒区域を指定する。

なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす

る。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

土砂災害警戒区域

の箇所（渓流）番号
地 区 名市町村名

急傾斜地の崩壊Ⅰ－１－１１１７西 草 場日 向 市

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及

び日向土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 164号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成12年法律第57号）第８条第１項の規定により、次のとおり

土砂災害特別警戒区域を指定する。

なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必

要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

土 砂 災 害 特 別
警 戒 区 域
の箇所（渓流）番号

地 区 名市町村名

急傾斜地の崩壊Ⅰ－１－１１１７西 草 場日 向 市

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及

び日向土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規

定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

公公 告告
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フェニックスガーデンうきのじょう

宮崎市柳丸町 150、 151の一部、 152の一部、 163－１、 163

－２、 165、 166、 167、 168－１の一部

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

東京センチュリーリース株式会社 代表取締役 浅田俊一

東京都港区浜松町二丁目４番１号

３ 変更した事項

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住

所並びに法人にあっては代表者の氏名

（変更前）株式会社ゲオ 代表取締役 森原哲也

愛知県春日井市如意申町五丁目11番地の３

マックスバリュ九州株式会社 代表取締役 柴田英

二

福岡県福岡市博多区博多駅東三丁目13番21号

青山商事株式会社 代表取締役 青山理

広島県福山市王子町一丁目３番５号

株式会社ファーストリテイリング 代表取締役 柳

井正

山口県山口市佐山 717番地１

株式会社大創産業 代表取締役 矢野博丈

広島県東広島市西条吉行東一丁目４番14号

株式会社ＬＩＸＩＬ 代表取締役 杉野正博

東京都千代田区霞が関三丁目２番５号

株式会社メガネトップ 代表取締役 冨澤昌宏

静岡県静岡市葵区伝馬町８番地の６

株式会社ビー・ビー・シー 代表取締役 長友博基

宮崎市橘通東五丁目４番12号

株式会社マックハウス 代表取締役 舟橋浩司

東京都杉並区梅里一丁目７番７号

株式会社ユニットコム 代表取締役 大野三規

大阪府大阪市浪速区日本橋四丁目16番１号

（変更後）株式会社ゲオホールディングス 代表取締役 遠藤

結蔵

愛知県名古屋市中区富士見町８番８号

マックスバリュ九州株式会社 代表取締役 佐々木

勉

福岡県福岡市博多区博多駅東三丁目13番21号

青山商事株式会社 代表取締役 青山理

広島県福山市王子町一丁目３番５号

株式会社ユニクロ 代表取締役 柳井正

山口県山口市佐山 717番地１

株式会社大創産業 代表取締役 矢野博丈

広島県東広島市西条吉行東一丁目４番14号

株式会社ＬＩＸＩＬ 代表取締役 藤森義明

大阪市西区立売堀一丁目３番13号

株式会社メガネトップ 代表取締役 冨澤昌宏

静岡県静岡市葵区伝馬町８番地の６

株式会社ビー・ビー・シー 代表取締役 長友博基

宮崎市橘通東五丁目４番12号

株式会社マックハウス 代表取締役 白土孝

東京都杉並区梅里一丁目７番７号

株式会社ユニットコム 代表取締役 高島勇二

大阪府大阪市浪速区日本橋四丁目16番１号

株式会社サンライズモバイル 代表取締役 田所一

夫

宮崎市東大淀二丁目３番34号

４ 変更の年月日

平成26年５月23日

５ 変更した理由

小売業者の名称及び住所並びに代表者の変更のため

６ 届出年月日

平成27年２月18日

７ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成27年３月５日から平成27年７月６日まで

８ 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商工政策課

芋 期間

平成27年３月５日から平成27年７月６日まで

９ 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

建設業法（昭和24年法律第 100号）第29条第１項の規定により、

建設業者許可を次のとおり取り消した。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

処分をした年月日
処分の原因と

なった事実

処分の内容処分を受けた建設業者

取り消した業種
許可の
区分

主たる営業
所の所在地

代表者の氏名商号又は名称許可番号

平成27年１月９日
（一部廃業）

平成27年１月
９日付けで廃
業した旨の届

建築工事業、大工工事
業、屋根工事業、タイ
ル・れんが・ブロック
工事業、内装仕上工事
業

一般宮崎県延岡
市北方町角
田丑1091

加行 幸一北方建設禍宮 崎 県 知 事 許 可
(般－24)第1473号

平成27年１月27日
（一部廃業）

平成27年１月
27日〃

塗装工事業、防水工事
業

特定宮崎県宮崎
市南町３－
４－２

宇治野 孝吉珂宇治野建設宮 崎 県 知 事 許 可
(特－23)第2321号
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平成27年１月28日
（一部廃業）

平成27年１月
28日〃

土木工事業、建築工事
業、造園工事業

一般宮崎県宮崎
市田代町 1
35－３

原川 智充禍カムイ電工宮 崎 県 知 事 許 可
(般－24)第7444号

平成27年１月22日
（一部廃業）

平成27年１月
22日〃

消防施設工事業一般宮崎県宮崎
市村角町萩
崎2656－１

戸郷 義広和光電設珂宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第9015号

平成27年１月26日
（一部廃業）

平成27年１月
26日〃

消防施設工事業一般宮崎県小林
市大字南西
方2155

岡薗 浩一禍岡設備宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第 12097号

平成27年１月28日
（全廃業）

平成27年１月
28日〃

電気工事業一般宮崎県延岡
市土々呂町
４－4227－
１

花岡 健荷豊電社宮 崎 県 知 事 許 可
(般－23)第 454号

平成27年１月28日
（全廃業）

平成27年１月
28日〃

電気工事業一般宮崎県西都
市大字調殿
244－８

永瀬 淑樹永電社宮 崎 県 知 事 許 可
(般－21)第2434号

平成27年１月28日
（全廃業）

平成27年１月
28日〃

建築工事業一般宮崎県日向
市財光寺27
61－72

黒木 稔稔工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－21)第3857号

平成27年１月13日
（全廃業）

平成27年１月
13日〃

電気工事業、消防施設
工事業

一般宮崎県日南
市大字板敷
832

小玉 重範禍ニッシン電
設

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－23)第4626号

平成27年１月28日
（全廃業）

平成27年１月
28日〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県都城
市山之口町
山之口1004

光神 慎光神建築宮 崎 県 知 事 許 可
(般－23)第7257号

平成27年１月29日
（全廃業）

平成27年１月
29日〃

土木工事業、左官工事
業、とび・土工工事業
、石工事業、鋼構造物
工事業、ほ装工事業、
しゅんせつ工事業、水
道施設工事業

一般宮崎県西都
市大字三納
2030

木村 安男木村工業宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第7819号

平成27年１月29日
（全廃業）

平成27年１月
29日〃

土木工事業、とび・土
工工事業、ほ装工事業
、造園工事業、水道施
設工事業

一般宮崎県児湯
郡木城町大
字椎木3899
－２

中村 正則ナカムラ緑新
建設

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第9548号

平成27年１月７日
（全廃業）

平成27年１月
７日〃

塗装工事業、防水工事
業

一般宮崎県児湯
郡木城町大
字椎木4741
－１

北嶋 文則禍北斗建装宮 崎 県 知 事 許 可
(般－21)第 11170号

平成27年１月20日
（全廃業）

平成27年１月
20日〃

とび・土工工事業、電
気工事業

一般宮崎県宮崎
市大字芳士
287－１

福野 賢一福野組宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第 12809号

平成27年１月30日
（全廃業）

平成27年１月
30日〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県宮崎
市清武町今
泉丙2655－
３

鈴木 重春鈴木工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－23)第 12966号

平成27年１月26日
（全廃業）

平成27年１月
26日〃

土木工事業、とび・土
工工事業、石工事業、
鋼構造物工事業、ほ装
工事業、しゅんせつ工
事業、水道施設工事業

一般宮崎県延岡
市下伊形町
5994－１

租澤 賢治広和工業宮 崎 県 知 事 許 可
(般－25)第 13205号

入札公告

一般競争入札を次のとおり実施する。

平成27年３月５日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 競争入札に付する事項

茨 調達件名、数量及び規格等 宮崎県広報紙「県広報みやざき

」及び宮崎県議会広報紙「県議会の動き」の印刷（単価契約）

。平成27年度発行予定部数 2，178，000部（毎号約 363，000部×

年６回）。「県広報みやざき」８ページ、「県議会の動き」４

ページでいずれもＡ４版・４色カラー

芋 調達案件の特質等 入札説明書による。

鰯 履行期間 契約締結の日から平成28年３月31日まで

允 納入場所 総部数のうち、 3，500部を宮崎県総合政策部秘書

広報課広報戦略室へ納入し、残りの部数はこん包の上、宮崎県

が指定する場所へ発送する。

印 入札方法 茨の調達件名について入札を実施する。なお、落

札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該金額の 100
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分の８に相当する金額を加算した金額（当該金額に銭未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の 108分の 100に相当する金額を入札書に記載すること

。

２ 競争入札に参加する者に必要な資格

茨 この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件

を全て満たす者とする。

ア 平成27年宮崎県告示第 137号に規定する資格を有する者で

、営業種目が印刷類で種目が平板活版の者であること。

イ 平成25年度及び平成26年度に４色カラーのページを12ペー

ジ以上含む刊行物の印刷の実務実績を有する者であること。

ウ 宮崎県が各発行月ごとに最終の色校正を確認した日から、

８日以内に 3，500部、10日以内に残りの部数の印刷（こん包

、仕分け及び配送を含む。）が可能な機械設備及び人員体制

を自社で有している者であること。

エ デザイナー及び制作責任者を調達案件に係る業務に専任で

配置できる者であること。

オ 連絡をしてからおおむね２時間以内に、デザイナー又は制

作責任者を宮崎県総合政策部秘書広報課広報戦略室又は宮崎

県議会事務局政策調査課に到着させることができる者である

こと。

カ 色校正後の文字の修正、色の変更、写真の差し替え等に即

時対応できる者であること。

キ 事業協同組合が入札に参加する場合には、組合員である者

は当該入札に参加することはできない。

ク 入札説明会に参加した者であること。

芋 入札に参加しようとする者は、茨イ、エ及びオの資格要件を

満たすことを証明する書類（以下「証明書」という。）を平成

27年４月10日までに宮崎県総合政策部秘書広報課広報戦略室に

提出すること。ただし、上記提出期限を経過しても入札書の提

出期限までは証明書を随時受け付けるが、この場合には資格要

件審査が入札に間に合わないことがある。

なお、入札者は、当該書類について説明を求められたときは

、これに応じなければならない。

３ 物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格等を得るため

の申請の方法

上記２茨アに掲げる資格を有しない者で参加を希望する者は、

下記の申請を行うこと。

茨 申請書用紙等を配付する場所及び受付場所 宮崎県総務部総

務事務センター物品担当 宮崎県宮崎市橘通東２丁目10番１号

郵便番号 880－8501 電話番号0985（26）7208

芋 申請書類の受付期間 平成27年３月５日から平成27年３月26

日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５

時まで）とする。ただし、受付期間の終了後も随時受け付ける

が、この場合には入札資格審査が入札に間に合わないことがあ

る。

なお、入札に間に合わないおそれがあると認められるときは

、あらかじめ、その旨を当該申請者に通知する。

４ 契約条項を示す場所及び期間

茨 場所 宮崎県総務部総務事務センター物品担当

芋 期間 平成27年３月５日から平成27年４月16日まで（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで）

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

茨 場所 宮崎県総務部総務事務センター物品担当

芋 期間 平成27年３月５日から平成27年４月16日まで（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで）

６ 入札説明会の場所及び日時

茨 場所 宮崎県庁１号館４階総務部総務事務センター入札室

宮崎市橘通東２丁目10番１号

芋 日時 平成27年３月16日午後２時

７ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

茨 提出場所 宮崎県総務部総務事務センター物品担当

芋 提出期限 平成27年４月16日午後２時（郵便にあっては、平

成27年４月15日午後５時必着）

鰯 提出方法 持参又は送付（郵便にあっては、書留郵便に限る

。）によること。

８ 開札の場所及び日時

茨 場所 宮崎県庁１号館４階総務部総務事務センター入札室

芋 日時 平成27年４月16日午後２時

９ 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則

第２号）第 100条の規定による。

10 入札の無効に関する事項

宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。

11 落札者の決定の方法

有効な入札書を提出した者で、予定価格以内で最低価格の入札

を行った者を落札者とする。

12 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県総務部総務事務センター物品担当

13 契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

14 その他

茨 この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ

く政府調達に関する協定の適用を受ける。

芋 特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情

検討委員会が調達手続の停止等を要請する場合がある。この場

合、調達手続の停止等があり得る。

鰯 この競争入札による調達は、当該調達に係る平成27年度宮崎

県一般会計予算の成立を条件とする。

允 その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

15 Summary

茨 Natureandquantityoftheservicetoberequired:Publis-

hingofMiyazakiPrefecture'sNewsletter"Kenkoho-Miyaz-

aki",and"Kengikainougoki",estimatednumberofcopiesto

bepublished:2,178,000（363,000copies×6timesayear）

芋 Timelimitfortender:2:00p.m.16April,2015

鰯 Contactpointforthenotice:OfficeEmployeeGeneralAf-

fairsCenterMiyazakiPrefecturalGovernment,2-10-1

TachibanadoriHigashi,MiyazakiCity,880-8501Japan.

TEL:0985-26-7208

人事委員会規人事委員会規則則
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職員の任用に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成27年３月５日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第１号

職員の任用に関する規則の一部を改正する規則

職員の任用に関する規則（昭和45年宮崎県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第２ 区分試験及びその対象となる職、試験種目並びに出題分

野

別表第２ 区分試験及びその対象となる職、試験種目並びに出題分

野

出題分野試験種目区分試験の対象と

なる職

区分試験

第６条第１

項各号に掲

げる採用試

験

［略］職員採用試

験（大学卒

業程度）

［略］専門試験

専門論文

試験

教養試験

専門試験

専門論文

試験

人物試験

人物調査

［略］心理

［略］［略］

数学、物理、応

用力学、水理学

、土質工学、測

量、都市計画、

土木計画、材料

・施工等

主として土木に関

する知識、技術そ

の他の能力を必要

とする業務に従事

することを職務と

する職

土木

［略］［略］建築

［略］［略］

数学、応用力学

、水理学、測量

、土壌物理、農

業水利、土地改

良、農地造成、

農業造構、材料

・施工、農業機

械、農学一般等

［略］農業土木

［略］［略］

森林政策・森林

経営学、造林学

（森林生態学、

主として林業に関

する知識、技術そ

の他の能力を必要

林業

出題分野試験種目区分試験の対象と

なる職

区分試験

第６条第１

項各号に掲

げる採用試

験

［略］職員採用試

験（大学卒

業程度）

［略］専門試験

専門論文

試験

教養試験

専門試験

専門論文

試験

人物試験

人物調査

［略］心理

［略］［略］

数学、物理、応

用力学、水理学

、土質工学、測

量、都市計画、

土木計画、材料

・施工等

主として土木に関

する知識、技術そ

の他の能力を必要

とする業務に従事

することを職務と

する職

土木

専門試験専門試験

自己アピ

ール試験

論文試験

人物試験

人物調査

土木（社

会人）

［略］専門試験

専門論文

試験

教養試験

専門試験

専門論文

試験

人物試験

人物調査

［略］建築

［略］［略］

数学、応用力学

、水理学、測量

、土壌物理、農

業水利・土地改

良・農村環境整

備、農業土木構

造物、材料・施

工、農業機械、

農学一般等

［略］農業土木

［略］［略］

森林政策・森林

経営学、造林学

（森林生態学、

主として林業に関

する知識、技術そ

の他の能力を必要

林業
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備考

この表の試験種目欄中次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。

１～９ ［略］

10 「身体測定」とは、身長、体重その他の身体状態につい

ての測定及び観察をいう。

11 ［略］

別表第３ 第10条第１項に掲げる採用試験又は区分試験の受験資格

備考

この表の試験種目欄中次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。

１～９ ［略］

10 「身体測定」とは、身長、体重、胸囲（男性に限る。）

その他の身体状態についての測定及び観察をいう。

11 ［略］

別表第３ 第10条第１項に掲げる採用試験又は区分試験の受験資格

森林保護学を含

む。）、林業工

学、林産一般、

砂防工学等

とする業務に従事

することを職務と

する職

［略］［略］水産

［略］

［略］保育士職員採用試

験（短期大

学卒業程度

）

社会生活と健康

、人体の構造と

機能、食品と衛

生、栄養と健康

、栄養の指導、

給食の運営等

専門試験教養試験

専門試験

作文試験

人物試験

人物調査

主として栄養士に

関する知識、技術

その他の能力を必

要とする業務に従

事することを職務

とする職

栄養士

［略］

［略］職員採用試

験（高等学

校卒業程度

）

数学、物理、情

報技術基礎、電

気基礎、電気機

器、電力技術、

電子技術、電子

回路、電子情報

技術、電子計測

制御等

［略］［略］［略］電気

［略］［略］

農業土木設計、

測量、農業土木

施工、農業に関

する基礎（環境

科学基礎、農業

情報処理等）等

［略］農業土木

［略］［略］

［略］

森林保護学を含

む。）、林業工

学、林産一般、

砂防工学等

とする業務に従事

することを職務と

する職

専門試験専門試験

自己アピ

ール試験

論文試験

人物試験

人物調査

林業（社

会人）

［略］専門試験

専門論文

試験

教養試験

専門試験

専門論文

試験

人物試験

人物調査

［略］水産

［略］

［略］保育士職員採用試

験（短期大

学卒業程度

）

［略］

［略］職員採用試

験（高等学

校卒業程度

）

数学・物理・情

報技術基礎、電

気基礎、電気機

器・電力技術・

電子計測制御、

電子技術・電子

回路・通信技術

・電子情報技術

等

［略］［略］［略］電気

［略］［略］

農業土木設計、

水循環、測量、

農業土木施工、

農業に関する基

礎（農業と環境

、農業情報処理

等）等

［略］農業土木

［略］［略］

［略］

受験資格採用試験名 受験資格採用試験名
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１ 採用試験が行われる日の属する年

度（以下「当該年度」という。）の

初日の前日における年齢が満21歳以

上満29歳未満（区分試験のうち一般

行政（社会人）について受験しよう

とする場合にあっては、満29歳以上

満35歳未満）の者

２ 当該年度の初日の前日における年

齢が満21歳未満の者で大学の卒業者

若しくは翌年３月末日までに卒業見

込みの者又は人事委員会がこれと同

等以上の学力があると認める者（一

般行政（社会人）以外の区分試験に

ついて受験しようとする者に限る。

）

３ ［略］

職員採用試験

（大学卒業程度）

１ ［略］

２ 前号に該当する者であって、次の

表の左欄に掲げる区分試験について受

験しようとするものは、それぞれ同表

右欄に掲げる資格を現に有し、又は当

該年度の３月31日までに当該資格を取

得する見込みがあるものでなければな

らない。

職員採用試験

（短期大学卒業程度

）

［略］

栄養士の資格栄養士

保育士の資格保育士

１ 採用試験が行われる日の属する年

度（以下「当該年度」という。）の

初日の前日における年齢が満21歳以

上満29歳未満（区分試験のうち一般

行政（社会人）、土木（社会人）又

は林業（社会人）について受験しよ

うとする場合にあっては、満29歳以

上満35歳未満）の者

２ 当該年度の初日の前日における年

齢が満21歳未満の者で大学の卒業者

若しくは翌年３月末日までに卒業見

込みの者又は人事委員会がこれと同

等以上の学力があると認める者（一

般行政（社会人）、土木（社会人）

又は林業（社会人）以外の区分試験

について受験しようとする者に限る

。）

３ ［略］

職員採用試験

（大学卒業程度）

１ ［略］

２ 前号に該当する者であって、次の

表の左欄に掲げる区分試験について受

験しようとするものは、それぞれ同表

右欄に掲げる資格を現に有し、又は当

該年度の３月31日までに当該資格を取

得する見込みがあるものでなければな

らない。

職員採用試験

（短期大学卒業程度

）

［略］

保育士の資格保育士

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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